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Ⅱ． ?ポスト京都」の国際交渉と日本の立場
（１) COP15と「コペンハーゲン合意」
(イ) 上記１．（３）でみたとおり、京都議定書は、初めて主権国家に CO2等
の排出削減を国際法上の義務として課したという点で、誠に画期的なものであっ
たが、それとともに、今や作成から13年を経て、根本的に見直す必要も出てきて
いる、そういう国際約束といってよい。そして、議定書自身が、先進国、より正
確には「附属書Ⅰ」国の削減義務がかかっている期間を、2008年から2012年まで
の「第一約束期間」と定め、次の約束期間についても、先進国の削減義務の具体
的数値を規定した附属書 Bを改正せよ、と定めているが（議定書第３条９）、こ
の改正は、議定書の締約国会合（COP-MOP、あるいは CMPと呼ばれる）で可能
な限りコンセンサスで採択する、しかしそれがどうしても無理な場合には、最後
の手段として、出席しかつ投票する締約国の３/４以上の多数決で採択される
（第20条３）、と規定されている。しかし、同時に、附属書 Bの改正は、関係締約
国の書面による同意を得た場合にのみ採択される（第21条７但し書き）とも規定
されている。この第21条７の但し書きは、誠に重要な規定であって、たとえば日
本については、日本が書面による同意を与えない限り、2013年以降の附属書 B
による排出量削減の数値目標は、日本については議定書上の義務とはならない、
ということを意味して
(29)
いる（図２参照）。
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(29) 京都議定書第31条７の但し書きは、文理解釈だけからすれば、附属書 Bに掲げられた
「関係締約国」の一つでも「文書による同意」を与えなければ、第一約束期間の次の期間に
ついての附属書 Bの改正そのものが採択されないように読めるが、議定書における附属書
Bの意味、他の主要規定との関係、そして、この点に関わるこれまでの議定書の運用、締約
国の実行などからみて、そこまでと解するのは無理がある、とみられる。もっぱら、「文書
による同意」を与えなかった「関係締約国」のみについて、改正が採択されない、と解する
(ロ) いずれにしても、現行の京都議定書上は、CO2等の排出削減義務がかか
っている第一約束期間が2012年で終了する。だから、2013年以降をどうするの
か、というのが、「ポスト京都」問題である。これについては、インドネシアの
バリで行われた COP13（2007年12月）において、「一つの合意された成果（an
 
agreed outcome）」を達成するための包括的な過程を開始し、（二年後の）
COP15（2009年12月）において決定を採択すべき事を決定する、とされた。この
点を含む COP13での決定が、「バリ行動計画」と題されているもので
(30)
ある。そし
て、さらにこの COP決定で、そのための作業部会（the Ad Hoc Working Group
 
on Long-term Cooperative Action under the Convention,AWG-LCA）が設置され、
かつその作業部会は、2009年にはその作業を完成させて成果を COP15に提出し
て採択されるべき事が、決定された。他方で、1997年の COP3で作成された京都
議定書は、その発効要件を定める第25条に従って2005年に発効したが、その初め
ての COP-MOP（京都議定書締約国会合、2005年）では、議定書第３条の規定に従
って、2012年を超えた期間の附属書Ⅰ国の約束をどうするかを検討する過程を開
始すること、及び、そのための作業部会（an open-ended ad hoc working group of
のが合理的のように思われる。
(30) FCCC/CP/2007/6/Add.1
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Parties to the Kyoto Protocol,AWG-KP）を設置することが、決定されて
(31)
いた。
つまり、2007年末から COP15の2009年末までは、附属書Ⅰ国（簡単にいえば、先
進国）のみを対象とした京都議定書附属書 Bの2013年以降についての改正を念頭
に置いた作業をするAWG-KPと、気候変動枠組条約自体の下での、さらに包
括的な検討を行うAWG-LCAという、二つの作業部会が併存することになった
わけである。これは、地球温暖化の主たる責任は先進国にあるのだから、そのた
めの措置は、京都議定書附属書 Bの改正で行えばよい、少なくともそれが先行
されるべきである、という途上国、否、就中、近年のめざましい経済発展で主要
排出国になっている新興工業国（中国、インド、ブラジルそれに南アフリカ―
BASIC諸国と呼ばれるようになっている―がその代表といってよい）の主張と、京都
議定書附属書 Bの改正だけではもはや世界の CO2等の排出削減に有効に対応で
きないので、何らかの新しい枠組みの構築が必要とする日、米、欧州、あるいは
豪州、加などの主張の双方を満たそうとしたから、というのがその背景といって
よい。もとより、「途上国対先進国」という単純な図式で割り切れるほど問題は
簡単ではない。途上国の中でも、新興工業国と最貧国、あるいは、小島嶼国のよ
うに本当に存亡の危機に瀕している諸国の利害は、同一ではない。先進国におい
ても、欧州諸国と日本、あるいはそもそも京都議定書の締約国にならなかった米
国との間には、複雑な利害関係がある。いずれにしても、この二つの作業部会が
併存することになったことに、この問題、即ち「ポスト京都」問題のやっかいさ
がよく表されている、と言ってよいように思われる。
(ハ) バリ行動計画採択後、2008年及び2009年に及んで、二つの作業部会にお
ける交渉が行われた。ポーランドのポズナンで2008年暮れに行われた COP14は、
「ポスト京都」の結論を出さなくてもよい COPであったので、最終日の12月12
日のみ議論が深夜まで及び、閉幕が13日未明となったが、米国の大統領選挙の結
果、共和党のブッシュ大統領から、民主党のオバマ氏に政権が交代することにな
っていたこともあって、交渉という点からは大きな進展はみられなかった。「ポ
スト京都」問題の国際交渉は、オバマ大統領が正式に就任したのち、2009年の春
から本格的に動き出し、７月のイタリア、ラクイラにおける G8サミット、その
際の主要経済国フォーラム（Major Economies Forum, MEF）首脳会合を経て、
９月以降は激しい国際交渉が展開されることになる。
(ニ) この間、我が国はこの交渉に積極的に取り組んだ。２月24日には、オバ
(31) FCCC/CMP/2005/8/Add.1
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マ政権になって初めての日米首脳会談がワシントンのホワイトハウスで開催さ
れ、６月10日には、麻生総理より、「2020年までに、2005年比で15％削減」とい
う、新たな中期目標を発表した。この内容は、基準年を1990年から2005年に変更
したこと、削減の内容が、いわゆる「真水」（森林管理による CO2等の吸収分-
sink、京都メカニズムによる政府クレジットによる削減分を除いて、国内の実際の CO2
等の削減?このための民間クレジットによる削減分も含む>のみのこと）だけを対象
としていて、森林等吸収源やクレジットによるオフセットの分については、国際
交渉によって検討される、というものであ
(32)
った。
しかし、国内は、８月の総選挙によって、戦後ほとんど初めてと言ってよい本
格的政権交代が起こり、９月16日には、民主党の鳩山政権が発足した。鳩山総理
は就任早々に９月22日のニューヨークで行われた国連気候変動首脳会合の演説に
おいて、「世界のすべての主要国による、公平かつ実効性のある国際的枠組の構
築が不可欠で、すべての主要国の参加による意欲的な目標の合意を前提として、
温室効果ガス削減の中期目標として、1990年比で言えば2020年までに25％削減を
目指す」ことを表明。このときには、国連本部の総会議場で大きな拍手で賞賛さ
れた。また同時に、気候変動分野における途上国支援として、「鳩山イニシアテ
ィブ」の考えを打ち出した。これは後に、12月の COP15の際に小沢環境大臣よ
り、「2012年までの向こう３年間で、総額約150億ドル規模の支援」という形で具
体化され、発表された。
(ホ) すでに述べたとおり、2009年は、オバマ政権の誕生とともに、年末のコ
ペンハーゲンでの COP15に向けて、「ポスト京都」の気候変動の国際交渉が激し
く行われた年、であった。
１月20日に米国の第44代大統領にバラク・オバマが就任、２月中旬には、オバ
マ政権の気候変動の対外交渉の責任者が、トッド・スターン気候変動特使である
ことが明らかになる。既述のごとく、オバマ政権との初の日米首脳会談が、２月
24日にホワイトハウスで行われ、翌25日には、トッド・スターンとの間で日米二
国間での実務者協議が開始される。筆者は、その時以来、後に述べるMEFにお
ける日本政府の代表者であった。この日米実務者協議の開始から、日本は、米国
(32) すでに注24でみたとおり、京都議定書附属書 Bでの日本の削減義務は、1990年比で
2008年から2012年までに６％減であるが、その内訳は、森林吸収分3．8％、京都メカニズム
による政府海外クレジット分1．6％で、いわゆる「真水」分は0．6％であった。麻生内閣の15
％減は2005年比なので、これをあえて1990年比に換算すると約８％減とされていたが、これ
は「真水」分のみを計算していることなので、京都議定書上の削減義務比と比較しようとす
れば、８％と６％に比較ではなくて、８％と0．6％の比較ということになる。
早法87巻１号（2011）70
との協調を中心に、欧州諸国、豪、加、そして中国、インド、韓国、メキシコと
いった主要国と頻繁に非公式の協議をしていくことになる。
国連気候変動枠組条約の下での正式の作業部会が始まったのは、３月29日であ
った（４月８日までの二週間）。ここで大変印象的だったのは、開始直後の全体会
合の場で、議場から発言を求めた米国代表のトッド・スターンが、「我々は（気
候変動の交渉の世界に）戻ってきた?we are back?>」として、議場の大きな拍
手を得たことであ
(33)
った。その後、我が国は、条約（第17条２）及び京都議定書
（第20条２）に従って、12月７―18日の予定で開催される COP15の６カ月前まで
に、「ポスト京都」のあるべき枠組みについての提案を各国が提出することが求
められていたことに応じて、４月24日に新議定書草案（これは、現行の京都議定書
をベースに、日本政府の考え方を入れて議定書の修正を提案したもの、である）を事務
局に
(34)
提出、これを追いかけて、米、ＥＵ、中国など主要国などは、これに関する
考えを議定書草案の形、あるいは何らかの文書の形で提出した。
米国のオバマ政権は、その前の年までブッシュ政権が行っていた「主要経済国
会合」（Major Economies Meeting、MEM、G8に豪州、中国、インド、ブラジル、南
アフリカ、インドネシア、韓国及びメキシコの、主要16排出国の首脳の代表による気候
変動についての非公式協議の場）を、「主要経済国フォーラム」（Major Economies
 
Forum, MEF）と呼び名をかえ、４月27―28日にワシントンでその第１回会合を
主催。マイク・フローマン米国大統領次席補佐官が議長を、トッド・スターンが
米国代表を務め、基本的にはMEM の参加国（つまり排出量の多い国を上位から16
カ国）の首脳の代表（G8サミットでいうところのシェルパ）が集まった（昨年は、こ
れに欧州委員会、EU議長国、COP15の議長国デンマーク、さらには国連の代表が参
加）。このMEF会合は、その後、パリ（５月25―26日）、メキシコ（６月22―23
日）、そしてイタリアのラクイラ・サミット直前のローマ（７月７日）と開催され
て、ラクイラにおけるMEF首脳会合と首脳宣言（７月
(35)
９日）に結実した。
(33) クリントン政権当時のゴア副大統領が京都に参加して、その後米国政府は議定書の署名
をしたのに、締約国になる国内の手続き（上院による承認）をしなかったことは本文ですで
にみたが、その後のブッシュ政権は、これを超えて積極的に、京都議定書を締結しないこと
を表明していた。ここでいうトッド・スターンの発言も、京都議定書の新たな締約国になる
という意味ではなくて、米国が「ポスト京都」の枠組み作りに積極的に参加して、今度こそ
は米国がそのような枠組みの参加国になる考えを持っていることを表明した、というもので
あった。
(34) FCCC/CP/2009/3
(35) 北海道・洞爺湖サミットの際にもMEM 首脳会合が行われ首脳宣言が発出された
（2008年７月９日）が、2009年７月のMEF首脳宣言では、「産業化以前の水準からの世界全
体の平均気温の上昇が摂氏２度を超えないようにすべしとの科学的見解を認識する」などの
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９月に入ると22日に国連総会冒頭の一日が気候変動に関する首脳会合に充てら
れ、既述の通り、16日に誕生したばかりの鳩山総理がその会議冒頭の演説で「25
％の中期目標」を表明
(36)
した。このようなこともあって、12月７日から始まる
COP15で「ポスト京都」の新たな国際枠組の合意達成への期待が高まったが、
現実には９月28日―10月９日のバンコックでの作業部会の結果、各国間の意見の
隔たりがあまりに大きくて、バリ行動計画に言う「一つの合意された成果」は最
終的な形では、少なくとも法的拘束力のある国際的枠組という形では到底達成さ
れえないことが明らかになった。その前後に、MEF会合も９月17―18日にはワ
シントンで、10月18-19日にはロンドンで行われたが、このような基本的状況は
変わらなかった。
COP15の議長国デンマークのラスムセン首相は、９月22日の国連気候変動首
脳会議でもその閉会の演説の中で、法的拘束力のある国際枠組の合意ができない
のであれば、力強い「政治合意」を目指すべきことを訴えていたが、バンコック
の作業部会の結果を踏まえて、10月24日には、コペンハーゲンで開催された
「GLOBE議員会合」における演説で、COP15においては「拘束力のある政治的
合意を達成すべきこと」を明らかにした。国際オリンピック委員会総会出席のた
めにコペンハーゲンを訪れた鳩山総理は、10月２日にラスムセン首相との間で首
脳会談を行い、ここでも COP15に向けた対応が主要な議題となった。COP15に
向けた最後の正式の国連の作業部会は11月２―６日にバルセロナで行われたが、
その直後から、コペンハーゲンにおいて、数次にわたって先進国、あるいは途上
国側も入れた主要国の非公式コア・グループ会合が開催され、ラスムセン首相の
いう政治合意達成のための努力が重ねられた。
(ヘ) こうして12月７日にはコペンハーゲンで COP15が開幕した。しかし、
ここでの折衝は、難航の上にも難航を極めた。それには、開会二日目の８日付の
英国ガーディアン紙が、上述のコペンハーゲンでの非公式コア・グループで検討
されていた「政治合意」の案文の、ある段階のものを全文リークしたことの影響
諸点において、より具体的な合意が明記された。しかし、「ポスト京都」の新たな国際的枠
組構築という観点からは、主要国間でさえ全般的な合意達成の困難さが浮き彫りにもなっ
た。
(36) 2009年９月22日の国連総会における演説で、鳩山総理は「～～中期目標についても、温
暖化を止めるために科学が養成する水準に基づくものとして、1990年比でいえば2020年まで
に25％削減を目指します。～～世界のすべての主要国による、公平かつ実効性のある国際枠
組みの構築が不可欠です。すべての主要国の参加による意欲的な目標の合意が、我が国の国
際社会への約束の『前提』となります」としている。この演説が本会議場で行われたときに
は、大きな拍手が起こった。
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も大きかったと思われる。194の条約締約国・機関の大半が協議の内容も全く知
らされていないものだったのであるから、リークに対する反発が強かったこと
は、自然と言える。そもそも米国主導のMEFのような主要国による非公式の協
議自体に反発する向きもあったに違いない。いずれにしても、７日から始まった
COP15は、前半の一週間は見るべき成果も進展もなく過ぎた。日本政府は、12
月11日に本件に関する閣僚委員会で COP15への対応ぶりを政治的に最終決定し、
12日には代表団長の小沢環境大臣がコペンハーゲンに到着、その週末から閣僚レ
ベルの非公式折衝となった。しかし、閣僚レベルにあげたこの非公式折衝でも大
きな進展は得られず、15日の夕方６時には、COP15の「ハイレベル・セグメン
ト」（通常の COPでは、閣僚レベルを意味するが、COP15では、首脳レベル会合とな
った）の開会式が行われ、議長も、ヘデゴー大臣からラスムセン首相にバトンタ
ッチされる。そして、各国首脳が現地に次々と到着、16日夕方には小沢環境大臣
より、2010年より2012年までに総額150億ドルの資金貢献策（「鳩山イニシアティ
ブ」）を発表した。その鳩山総理は、17日の午後にコペンハーゲンに入られた。
しかし、通常の会期をあと一日しか残していないこの時点でも、具体的成果物た
る文書の姿は、全く見えていない状況であった。
17日の夜は、各国首脳を招いたデンマーク女王主催の晩餐会が宮殿で開かれ
る。その時点で全く目途が立っていない状況を踏まえ、主要国首脳は、晩餐会の
後、非公式に協議する会合を開くことで合意。午後11時過ぎに会議場の一室に20
数カ国の首脳が集まって事態の打開を話し合う。結局、ラスムセン首相のいう
「政治合意」の案文をすぐにデンマークが提案して、夜を徹して首脳の代表レベ
ルで主要国が非公式に交渉することとなった。18日の未明の時点でこの案文が初
めて提示され、交渉は始まったが、徹夜の交渉もきわめて難航。18日の午前８時
半ころに再び主要国の首脳自身が非公式に集まってこの交渉を再開した。
鳩山総理をはじめとして、オバマ（米）、ブラウン（英）、サルコジ（仏）、メル
ケル（独）、メドベージェフ（露）、ラッド（豪）などだけではなく、ルーラ（ブ
ラジル）、カルデロン（メキシコ）、ズマ（南アフリカ）といった途上国を代表する
首脳が、基本的には補佐官だけを後列に座らせて20数人、狭い会議室にそろった
ところは、気候変動交渉の中では、歴史的な場面であったといえよう。と同時
に、主権平等で194締約国・機関のコンセンサスによらなければ決定ができない
COPにあって、このようなやり方についての反発も大変強いものがあったとし
ても、不思議はない。18日の首脳非公式会合は、結局その後断続的に行われた
が、一応結論を出して閉会し、議論を COPの正式な全体会合に持っていけたの
は、すでにもう一度夜を回って19日午前１時ころ、であった。COPの全体会合
が開催されて、首脳会合でとにもかくにも結論にこぎつけた合意文書が配布され
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議論が始まったのは、19日午前４時ころである。18日一日中、この非公式首脳会
合に呼ばれなかったほかの首脳は、何が起こっているかもきちんと説明されず、
18日昼に予定されていたラスムセン主催首脳昼食会も開催されなかったわけであ
るから、会議の運営などについて不満が出たとしても、理解ができるものと言わ
ざるをえない状況であった。
(ト) 最終的にコペンハーゲンでの COP15の成果文書が、COP決定として３
種類採択されたのは、会期末を一日超えた19日の正午頃、になった。最終的な結
果は、次の３種類の文書に集約されている。
①作業部会AWG-LCAのマンデートを COP16まで一年間延長する COP
(37)
決定。
②作業部会AWG-KPでの作業継続を歓迎するなどの COP-MOP
(38)
決定。
③次を主たる内容とする「コペンハーゲン合意」を、COPとして「留意する
（take note）COP
(39)
決定。
―世界全体としての長期目標として、産業化以前からの気温上昇を摂氏２度
以内に抑える。
―附属書Ⅰ国は2020年の削減目標を、非附属書Ⅰ国は CO2等の排出削減行
動を、それぞれこの文書の附属書１及び２に記載する。各国は、この記載
事項を、2010年１月31日までに提出する。
―締約国の行動は、「測定、報告、検証」可能なものとされなければならな
い（Measurable,Reportable, Verifiable＝MRV）。非附属書Ⅰ国が自発的に
行う削減行動も国内的なMRVを経たうえで、国際的な協議の対象にな
る。国際的支援を受けて行う削減行動は、国際的なMRVの対象になる。
―先進国は、新規かつ追加的な資金による途上国支援を共同で行う。この資
金は、2010年から2012年までの期間に300億ドルに近づくものとする。ま
た、2020年までに年間1000億ドルを共同で調達するという目標にコミット
する。
要するに、バリ行動計画に言う「合意された成果」は達成されなかったので、
COP13で設置されたAWG-LCAという作業部会のマンデートを一年延長して交
渉を継続する、他方、いろいろ批判はあっても、主要国の首脳が一日半、徹夜の
ような状況で作成した「コペンハーゲン合意」は、COPとして正式に「採択」
はしないが、公の文書として「留意」することを、COPで決定した、というこ
(37) Decision 1/CP.15(FCCC/CP/2009/11/Add.1）
(38) Decision 1/CMP.5(FCCC/KP/CMP/2009/21/Ad d.1）
(39) Decision 2/CP.15(FCCC/CP/2009/11/Add.1）
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とで
(40)
ある。
そして、その「コペンハーゲン合意」では、先進国だけではなくて、初めて途
上国の削減行動も文書の附属書に書きこまれることになり、また、それに対する
一応の「検証」、あるいは「透明性」の確保についての一定の合意が、書き込ま
れた、ということであった。
これは、本稿で縷々述べてきた、日本の基本的主張、あるいは米、欧州など、
先進国側の主張からすれば、およそ完成物というにはほど遠いと言わざるを得な
いもの、ではあろう。しかし、京都議定書では非附属Ⅰ諸国については何らの削
減義務も書かれていなかったことからすれば、小さく言っても、一歩、二歩の前
進、ということは確実に言えるように思われる。
コペンハーゲンでの COP15で起きたことは、将来の歴史家の評価にゆだねる
べきものと思われるが、確実に言えようことは、これまでに比べても大変な難産
の末、少なくとも目的に向かった前進はした、ということではないかとみら
(41)
れる。
（２) COP16と「カンクン合意」
(イ) コペンハーゲンでの会議は、あれだけの主要国の首脳が一堂に会して徹
夜に近い直接の交渉をしたこと、CO2等の温室効果ガスの最大の排出国になった
中国の対応が改めて一つの大きな焦点だったこと、「コペンハーゲン合意」を生
み出すことはできたが、関係者の間では国連の下での多数国間交渉の「信頼性」
に対する「疲労感」が共有されたこと、等の点において、少し大げさに言うと、
「歴史的な会議」であったように思われる。事実、COP15終了後１―２カ月は、
(40) ?留意する」との「決定」しかできなかったのは、COPがあくまでコンセンサスによる
決定しかできず、投票での機関決定ができないことに大きくかかわっている。注24、注25参
照。
(41) 本文で強調した通り、コペンハーゲンでの COP15における出来事、特に主要国の首脳
を巻き込んだコペンハーゲン合意のドラフテイングの過程は、「ヴェルサイユ講和条約起草
過程以来」であったかどうかはともかく、極めて異例の、かつ歴史的なものであったことは
間違いあるまい。筆者は鳩山総理の補佐役として現場にいた者の一人であるが、ここでその
詳細を記すことは、しない。いずれ、客観的な評価がなされることを期待しているからであ
る。ただ、すでに COP15終了後間もなくの2010年４月には、William Antholis and Strobe
 
Talbott,FAST FORWARD-ETHICS AND POLITICS IN THE AGE OF GLOBAL
 
WARMING,April2010,BROOKINGSが出版されている。特に pp.58-68。終了後わずか
４カ月ほどで出版されたものとしては分析に鋭いものがある。しかし、当然ながら日本から
の視点が落ちているし、もう少し時間をかけて検証すべき重要性をはらんでいるのかもしれ
ない、と思われるところが少なくない。
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関係者の間には「虚脱感」のようなものがあった、というと、やや感覚的に過ぎ
るであろうか。
(ロ) そうはいっても、2010年１月に入って直ちに、日・米・欧などのコア・
メンバーは電話協議などを通じて、コペンハーゲン合意で規定されたように同合
意付表ⅠおよびⅡへの削減目標（おおざっぱにいって、先進国）ないし排出削減行
動（途上国）の記載を１月31日までに行うように、各国に働きかける大いなる努
力をした。その結果、COP16への動きが始まってくる2010年３月初めには、130
カ国余りの加盟国が、何らかの形でこのようなコペンハーゲン合意の下に目標・
行動を提出し、それだけで世界全体の温室効果ガス排出のほとんどをカバーする
状況にはなった。
(ハ) これと平行して、カンクンでの COP16の議長国となるメキシコは、カ
ルデロン大統領の気候変動特使アルフォンソ・デ・アルバを１月中に日本に派遣
したのをはじめとして、各国との公式、非公式の、きわめてきめの細かい調整に
乗り出した。メキシコは、2010年を通じて、特にその後半には、非公式ながら、
オープンかつ透明、そしてすべての加盟国に開放的な形で、協議を重ねていっ
た。日本自身も、米国との不断の連絡などとともに、３月１―２日に「気候変動
に対するさらなる行動に関する非公式会合」（東京）の開催をはじめとして、４
月12―15日には中国の国家発展委員会の解振華副主任（閣僚級の責任者）の訪日
等、議長国メキシコとの緊密な協議を含め、中心的プレーヤーとして種々の交渉
に当たった。
(ニ) 国連の正式の作業部会（AWG-LCAおよびAWG-KP）は、４月９―11
日、５月31―６月11日、８月２―６日（いずれもボン）と続けられ、COP16で採
択されるべき決定案が交渉され、たたき台となる文書の作成の交渉は行われた
が、2009年と同様、議論は収斂からほど遠いものであった。また、米国が議長を
務めるMEFも、４月18―19日（ワシントン）、６月30―７月１日（ローマ）と継
続され、当初の主要16カ国から COP15の議長国デンマークや気候変動に最も脆
弱なカリブ諸国なども加わって、非公式ながらきわめて実質的な協議が続けられ
たが、ここにおいても主要論点について議論を収斂させていくことはできなかっ
た。
(ホ) 2010年について特筆すべきことは、10月11日―29日（実際には30日未明
まで）に、愛知県名古屋市で、生物多様性条約第10回締約国会合（COP10）及び
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カルタヘナ議定書第５回締約国会合（COP-MOP5）が開催されて、名古屋議定
書、名古屋・クアラルンプール補足議定書及び2011年以降の新戦略計画（「愛知
目標」）等が採択されたことである。これ自体は、気候変動交渉と直接関係する
ものではないが、既述の通り、コペンハーゲンでの COP15のあと、国連の下で
の国際協調に基づく多数国間交渉への信頼が揺らいでいたときだけに、名古屋で
の COP10の成功は、これへの自信を取り戻すのにきわめてよい影響を与えた。
生物多様性条約に関する交渉の論点を検討するのは、本稿の目的ではないのでこ
こでは詳述しないが、これらが全く無関係ということではないことだけは、ここ
で指摘しておきたい。そして、その取りまとめに当たった議長は、我が日本の松
本龍環境大臣だったのである。日本が、いかに国連に象徴される国際協調を重要
視しているかを、これほど実際の成果として示したことはない、と誇ってよいよ
うに思われる。また、この名古屋での COP10の機会を利用して、日本は10月26
日に、気候変動に大いに関係する問題である森林保全についての閣僚級会合を主
催した。
(ヘ) COP15へ向かうときと同じで、2010年も９月の国連総会開会後に、カ
ンクンに向けた交渉は本格化した。第８回となるMEFも，国連総会開始にあわ
せてその直前にニューヨークで開催された。しかし、コペンハーゲンに向かう際
とは異なり、この時点で、COP16ではもはや大きな成果は何ら期待できず、
2012年の京都議定書の第一約束期間終了までの交渉のヤマは、2011年末の南アフ
リカのダーバンでの COP17にならざるを得まい、というのがおおかたの交渉責
任者たちの感じであった。にもかかわらず議長国メキシコは、コペンハーゲンに
向かう2009年秋以降その時の議長のデンマークが主要国だけのきわめて非公式な
交渉を行って交渉の不透明さを強く批判されたことから、透明性や開放性に細心
の注意を払いながら、同時に事態を打開する方途を、公式、非公式の会合を開催
して探っていた。この努力は、結果的に、「カンクン合意」をもたらす大きな要
素となったと思われる。
(ト) 11月４―５日には、メキシコ・シティーにおいて50カ国以上の閣僚が集
まる「気候変動枠組条約第16回締約国会議閣僚準備会合（プレ COP）」が開催さ
れ、また、11月17―18日には、ワシントン DCにおいて第９回MEFが開催さ
れ、当初からのメンバーである G8＋主要排出８カ国、そして COP15の議長国デ
ンマークに加え、バルバドス、コロンビア、コンゴ民主共和国、ニユージーラン
ド、シンガポール、スペインなども参加して排他性を薄めようとし、COP16に
向けた最後の実質的な交渉が行われた。しかし、これらの COP16間際の交渉の
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場においても、最終成果文書のドラフトは、正式の国連の作業部会でテーブルさ
れてほとんどまとまっていないもの以外には全く提示されておらず、その意味で
も、カンクンの COP16での成果については、コペンハーゲンの時よりも期待感
が低いものであったといってよいように思われる。ただし、カンクンの COP16
に向けての実際上の最後の主要国協議の場であったMEF9で、ようやくカンク
ンでの実質的成果の萌芽が出てきたように思われた。
(チ) COP16に向かうこれらの交渉を通じて、緩和、適応、技術、資金など
の主要な論点についてはきわめて突っ込んで詳細な、かつ、専門的な議論が行わ
れたが（特に、CO2等の排出削減にかかわる「緩和」、2050年までの全世界での排出半
減（―50％）などに並んで、資金に関する議論は、今後の国際社会全体に大きな影響を
与えうる重要な論点である、改めて注28参照）、ここでは、特に法律的に興味が深
く、また、日本政府の交渉にも大いに関係のある次の３点についてのみ触れてお
くこととしたい。
(ⅰ）京都議定書の第二約束期間へのコミットの問題について
・すでに強調してきたとおり（Ⅰ（３）（ロ）及びⅡ（１）（ニ））、我が国として
は、米・中といった主要排出国に何らの排出削減義務がかからない中で、単に我
が国を含む附属書Ⅰ国のみが現行の京都議定書の第二約束期間に継続してコミッ
トすることは、我が国の利益に反するのみならず、不公平かつ本当の意味での地
球温暖化防止のための効果的措置ではない、と強く主張してきた（注36参照）。
・2009年のコペンハーゲンに向けての交渉でもこの点は同じであったが、この
ときは、欧州諸国を含む多くの先進国側がほぼ一致して日本の主張を支持して交
渉に当たった。しかし、2010年の交渉では、やや状況が異なっていた。EUは、
10月29日の欧州理事会（首脳レベル）で、10月14日の環境理事会での決定を踏ま
え、「グローバルで包括的な“枠組み”＝筆者注、つまり、必ず法的拘束力を伴う
“国際約束”である必要はない、ことを意味している＝を含む、より広範な成果
の一部として、京都議定書の下の第二約束期間について検討する意志を確認す
る」ことを決定したからである。コペンハーゲンでは、この京都議定書の第二約
束期間設定問題に日本が矢面に立って交渉しなくてすむどころか、欧州諸国など
が中国などと正面からぶつかったのであったが、2010年のカンクンでは、欧州の
姿勢がこのように2009年とは異なったことから、この問題に対して、日本が前面
に出てその主張の「理」のあるところを説き、多数派工作も行って、大変な外交
交渉の努力をしなければならないことになった。
早法87巻１号（2011）78
・それでも日本の主張の「理」のあるところは、変わらない。主要排出国の参
加する合意ができないところで京都議定書の第二約束期間も成立しなければ、
CO2等の排出削減に向けた何らの法的拘束力のある枠組みもなくなるのだから、
せめて“しばらくの間だけでも”第二約束期間を設定すべきで、これこそ先進国
の「歴史的責任である」というのは、一定の説得力はあるように思われよう。し
かし、このようにして京都議定書で削減義務をかけている、米国をのぞく先進国
にだけそのような義務をかけ続けることは、公正さに欠けるだけでなく、排出総
量の３割にも満たないところで厳しい排出削減をしても、グローバル化した国際
経済の中では、CO2等の排出拠点を義務のかからないところにシフトさせるのを
奨励するようなものにさえなりかねず、真の意味で地球温暖化防止に効果的な施
策とは、とうてい考えられない。これが日本の「理」である。COP16の交渉で
は、その冒頭からこの点を巡って大きな論争になり、公式、非公式に、日本はこ
の「理」のあるところを、大いに主張した。1919年のパリ講和会議の日本全権団
が ”SLEEP,SMILE and SILENCE”と揶揄されたのに比較して、大いに主張す
べきところは主張した、ということは、誇張ではない（COP15では、2009年12月
17日小沢環境大臣ステートメント、COP16では、2010年12月９日松本環境大臣ステート
メント参照）。
・既述の通り、京都議定書の附属書 Bの第二約束期間を設定する議定書上の
手続きは明らかで（注29参照）、日本はこちらからそれについての「書面による
同意」を与えなければ、つまり何もしなければ、少なくとも日本についての第二
約束期間の削減数値義務は法的に発生しない。しかし、国際政治上の問題として
は、それほど簡単ではない。中国などの主要途上国との関係もある。いや、この
問題は、さらに深くみてみれば、気候変動枠組条約に始まって京都議定書の締結
に至るまで、これまでは欧州主導であった、新たな地球規模の諸課題に関する国
際システムを、日本が知的な指導力を発揮して書き換えようとする歴史的意義を
持ったことにもなるのかもしれない。京都議定書の第二約束期間に関する問題
は、このような歴史的視座から大きく捉える必要のあるきわめて重要な課題と考
える所以である。
(ⅱ）「衡平（equity）」とは、なにか。
・気候変動枠組条約第３条には、「原則」が規定されているが、「共通に有して
いるが差異のある責任と各国の能力」という原則の前に、「衡平の原則に基づき
（on the basis of equity）」という規定があるが、ここでいう ”equity”とは何か、
という議論は、従来からも行われてきた（上述Ⅰ（２）（ロ）参照）。しかし、2010
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年の COP16に向かう交渉の中では、主としてMEFやプレ COPなどの場で改め
て議論され、日本は積極的にこの議論に参画した。
・そもそも衡平とは、正義の具体的妥当性の観点から、実定法規をそのまま機
械的に適用したのでは法が最終的に実現しようとしている規範性に照らして確実
に相当性を欠くと思われる場合に、法の文理上の厳格性を緩和、是正する概念、
とされる。国際法上の衡平には、大きく分けて、次の二つがある、とさ
(42)
れる。
①実定法規に違反する衡平
＝実定法規の適用を退けて、これを差し置いて、これに違反しても善、正義を
具体的に実現しようとするもの（equity contra legem）。「衡平と善（ex
 
aequo et bono）」による判断もこの衡平の一種であるが、国際司法裁判所規
定第38条第２項に示されるとおり、当事国間での特段の合意がない限り、国
際裁判において裁判基準として援用ができないものである。その意味で、法
源性を欠いている。
②実定法規に違反はしない衡平
＝実定法規自身に規定されるか、それに内在すると認められる衡平（equity
 
infra legem）：実定国際法規そのものに衡平原則が明記されている場合（排
他的経済水域の境界画定に関する国連海洋法条約第74条１、大陸棚の境界画定に関
する同条約第83条１，気候変動枠組条約第３条１等）、及び、国際裁判所が実定
法規の解釈、適用を判断するに際して裁判基準として適用を命ずる場合
（1969年「北海大陸棚事件」国際司法裁判所判決、1982年「チュニジア＝リビア大
陸棚事件」国際司法裁判所判決等。これらでは、境界画定に当たって、中間線原則
に依拠しながら、当事者間の合意を形成するために大陸棚条約第６条の解釈として
それに内在する衡平原則の適用を判じた。）。
＝実定法規自身に規定はないし、解釈上それに内在するともいえないので、実
定法規の「外にあって」それを補足するものと考えられる衡平（equity
 
praeter legem）：国際法上の具体的事案について、実定法規が欠缺している
か、明らかに十分には規定していない場合に、論理的にその規定を補完し
て、法を補足するもの。法源には該当すると考えられているが、あくまで補
助手段であって、独立して国際法上の権利・義務関係を設定できるものでは
ない、とさ
(43)
れる。
(42) 注14参照。
(43) この意味では、気候変動枠組条約について、「一部の新興国の経済発展が進み、CO2等
の排出量が急増しているので、条約が附属書Ⅰ国（大まかにいって、先進国）と附属書Ⅱ国
（途上国）の固定した二分法（ダイコトミー）を規定していることは、条約第３条に規定さ
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・気候変動の国際交渉でも、このような衡平に関する議論は、公平性の議論と
混在して、国際法の観点からすると、必ずしも整理されない形で行われているよ
うに思われる。国際法に関連して「公平性」がいわれるのは、たとえば、国連の
下で国連の平和維持活動が行われるときには厳格な中立・公平性が求められる、
と言った
(44)
時で、それは本質的には法源性に関する問題ではなく、法益の配分や客
観性が妥当に担保されているか、と言う問題であろう。いずれにせよ、equity
に関する重要性が国際法上高まっているとみられるときに、気候変動の交渉にお
いてもこの論点は本質的な点であるだけに、このような論理的混乱はやや残念と
いう気がする。これまでもそうであったが、これからはさらに我が国がこのよう
な観点で議論を主導することが、期待されよう。
(ⅲ）「法的拘束力」と「規範的強制」
・衡平に関するこのような国際法的な問題点に類似した論点として、「法的拘
束力」と「規範的強制力」に関する議論がある。日本政府が、2020年までの25％
の中期目標との関係で、「より公平で実効的な、すべての主要国を含む新たな法
的拘束力のある枠組み」といったときの、「法的拘束力」とは何か、という点で
ある。より具体的な点を挙げれば、たとえば、CO2等の排出削減について一定の
国際法上の義務を負うとした場合に、そのことは、仮にそのような義務の履行が
できなかったときには、条約に基づいた何らかの罰則とか強制措置が必ず課され
ることになるのか、なるとすればそれはどのようなものになるのか、といった点
である。現に、排出削減についての具体的法的義務までは定めなかった気候変動
枠組条約そのものにはないが、それを具体的な義務として規定した京都議定書に
は、不遵守（non-compliance）の規定があり（議定書第18条）、その下で、議定書
遵守委員会の設置などを規定した COP-MOP決定も採択されて
(45)
いる。国際法上
の法的拘束力を持った義務を課すということは、まさに、それに違反した者に対
する何らかの法的かつ実際上の制裁措置が整備されていないと、法的義務の実現
が担保されない、というのである。罰則などの物理的強制措置を伴わない法的義
務など、政治的あるいは道徳的な約束、コミットメントと何ら変わらないから、
というのであろう。
れている衡平原則そのものに反している、という議論は、equity praetor legemの議論では
なく、equity infra legemそのものである、との法的主張は、政治的あるいは国際交渉上の
問題としてとるべき立場かどうかは別として、純粋な法律論としては成立しうるように思わ
れる。
(44) 山本草二『前掲書』730頁。
(45) FCCC/KP/CMP/2005/8/Add.3,Decision27/CMP.1
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・しかし、この点は、もう少し正確に理解する必要がある。現実に COP16に
むかう交渉の過程で、気候変動の文脈で法的拘束力を持つ義務とは何か、が大い
に議論され、筆者も国際法の観点からそれに積極的に参画した。そしてこの論点
は、実は国際法の法としての本質に関わる重要な問題点であったのである。
・そもそも主権国家が併存し、中央公権力による統一的な法の定立、適用、執
行を欠く国際社会にあって、法が存在しうるのか、つまり、国際法とは法として
成り立ちうるのか、と言う根源的な問いから議論が始
(46)
まる。この議論をするため
には、次のような更に根源的な議論からやり直す必要がある。つまり、法とは、
道徳のような第一次社会規範と異なり、その実施についての「強制性」があるも
のだ、という。従って、法的義務を課す、ということは、その実施について強制
力が無くてはならないことになる、という点に関する議論である。
・しかし、ここで法の強制力というときに、この具体的内容をよく吟味しなけ
ればならない。国内の法社会のように、法の定立、適用、執行が中央公権力によ
って原則的には担保されている時
(47)
には、法の強制力とは、法が求める内容の物理
的実施を行なう強制力と同義と見られがち、である。しかし、いま少し法的に正
確に見てみると、これは必ずしも正しくない。注47の場合のみならず、主権国家
の並存という国際社会の基礎構造を語るときに通常論ずる主権国家であって、中
央公権力が確立していると思われる場合であっても、法の強制とは、その内容の
何らかの形での物理的実現、即ち物理的強制力と完全に同義では、ない。中央公
権力が普通に機能しているときであっても、法の規定する内容が完全に「物理的
に」「現実に」実現できているか、といえば、必ずしもそうでは、ない。殺人事
件でも、割合からして多いとはいえまいが、迷宮入りして、犯人と思われるもの
が見つけられて裁判で裁かれないままになっている例は、少ないわけではない。
中央公権力によって、適切に取り上げられない犯罪も存在しよう。刑事事件だけ
でなく、民事事件でも、同様であろう。行政法上の諸問題にも、同様のことがあ
る。しかし、だからといって、法の強制力が無いわけではない。だから、ここで
法の強制力とは、本来、「法の内容が、物理的手段を用いてでも、強制的に実施
されるべきだ」という、「規範的強制力」を意味している、というべきなのであ
る。
(46) J.L.Brierly,The Law of the Nations.Oxford University Press,1963,pp68-71.
(47) ここで「原則的」と記述したのは、「破綻国家」（failed state）の場合はもとより、そ
こまで行かなくても、独立した主権国家として広く国際社会から認められている（例えば殆
どの国から国家承認をされ、国連の加盟国としての確立した地位を有している）にも拘ら
ず、現実に中央政府の有効な統治が全領域には及んで居らず、国内法の適用、執行が物理的
には行ない得ないような場合が、それほどまれにではなく存在するから、である。
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・そうなると、国内の法社会の場合、通常は、このような法の強制力が、かな
りの高い確率で、現実の、物理的な強制力として結実することが期待されてい
る、というのが正確な捉え方ということになる。つまり、法の強制力とは、必ず
しも物理的強制力（phisiycal enforsement power）と同義ではなく、これを支え
る、あるいは、この背後にある「規範的強制力」（normative enforcement
 
power）のことを意味している、というべきなのである。この点は、国際社会の
法にあっても、全く同じである。
・つまり、国内法においても国際法においても、政治的義務や道徳的義務を負
うのと違って法的義務を負うということは、この意味での「規範的強制力」の対
象になる、ということなのである。ただ、中央公権力による法の統一的定立、適
用、執行の制度がまことに未整備な国際の法社会にあっては、国内の法社会に比
べて、このような物理的強制の担保への期待が、より低くならざるを得ない、と
いう風に捉えなければならない。しかし、繰り返しになるがこのことは、国際法
が法としての強制力を持たない、ということには繫がらない。程度の問題とし
て、物理的強制による担保への現実の期待が、国内法の場合に比べて低くならざ
るを得ない、ということでしかない。程度の問題が実際上大きな問題ではないと
まではいえないが、それはあくまで量的な問題なのであって、質的な差異ではな
い、と考えるべきものである。
・さらに、加えて次の点を論ずる必要がある。全体として中央公権力によって
統一的に行なわれることが広く予定されているかどうかの点からする上記の国際
法と国内法の差異のほかにも、そもそもの環境に関する法の性格として、厳格な
加罰性を認めるべきかどうか、という法的論点がある。国内法上も、加罰性を詳
細に検討する時と、法規範への違法性は問うけれど罰則などは規程しない場合も
ある。国際法全体が、何度も見てきたような性格を有している上に、環境に関す
る国際法のような、法規範に違反したものに制裁や罰則を常に加えることが、必
ずしも法の達成しようとする目的からして適切とは思われない法規範も存在す
る。「地球温暖化を、全人類の未来のために防止するための法規範を構築しよう
とするために、例えば温暖化効果ガスの排出規制を法的な義務にしよう」、とい
うのである。このようなときに、その義務に違反したものに対して、厳しい物理
的強制を行なうことが、この目的に資するであろうか。国際の平和と安全の維
持・回復に関する国連憲章第７章下での非軍事的・軍事的強制行動の議論をして
いるのでは、ない。第７章下での強制行動の場合には、いかにして規範的強制力
を物理的に、現実に実施するかが最大の論点の一つ、である。しかし、あえて法
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的に不正確な言葉を用いれば、環境に関する国際法のような「ソフト・ロー」の
世界では、規範的強制が、必ず罰則や一定の強制行動のような物理的強制を伴わ
なければならない、ということではない、と考えられよう。繰り返すが、我々
は、国際社会のメンバーがいかにして温暖化から地球を救うか、という議論をし
ているのであって、国内刑法上のような処罰の方途を中心に議論をしているわけ
でも、国連憲章第７章下の強制行動の有用性の議論をしているわけでもない、の
である。罰則のような物理的強制が伴わなければ規範的強制力は意味がない、と
するのはあまりに短絡で、法的意義について正確なとらえ方とはいえないこと
を、しっかり理解する必要があろう。
・この点は、以上のように極めて法的な論点であるが、同時に、主要な排出国
を「国際法上の何らかの法的な枠組み」に組入れることを実現するに際して、政
治的にも、国際交渉上も、極めて重要な論点と思われるので、ここで詳述した。
(リ) COP16における「カンクン合意」
(ⅰ）「カンクン合意」への道―日本の役割
・こうしてカンクンでの COP16は、2010年11月29日に正式に開幕して、当初
予定されていた12月10日を過ぎた日の未明朝６時半に全ての議事を採択して終了
した。日本政府は、11月30日の本件に関する閣僚委員会で COP16への対応ぶり
を政治的に最終決定、12月５日には日本政府代表団長である松本環境大臣がカン
クンに到着した。筆者は一貫してこの交渉の実務の担当者の一人であったが、こ
こでこの交渉の顚末を詳述することは、控える。少し大げさになるかもしれない
が、それはしばらくした後に外交記録として公開されるべきもので、かつ、その
分析・評価は当事者たちによってなされてはいけない、と信ずるからである。当
事者が残す記録は、当事者にとって都合の良いものになりがちになることは、こ
れまでの歴史の事実が示している。だから、ここでは、勤めて客観的な結論とこ
れからの問題点の指摘だけにとどめる。
・コペンハーゲンでの主要国首脳による殆ど徹夜の折衝を終えた後のカンクン
では、2012年の京都議定書の第一約束期間終了までに、その次の国際的枠組をど
うするかについて、少しでも国際交渉を前に進めて、2012年の COP18の前の、
ダーバン（南アフリカ）での COP17で、具体的成果を出せるように状況を作れる
か、が焦点であった。従って、既述のとおり、なにが達成できるかについて、交
渉当事者間では、期待値は必ずしも高くは無かった。しかし、議長国メキシコの
注意深い準備もあって、11月下旬のMEF9のときまでには、COP15では「留意」
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しかできなかった「コペンハーゲン合意」を正式なものとして COP決定（「正式
なものとして錨でつなぎとめる」＝”anchor”）し、これをもとに最終的な目標である
「合意された成果 ”agreed
(48)
outcome”」に到達することに少しでも貢献すること
が、カンクンの成果であるとの雰囲気が醸成されていた。上述のいくつかの国際
法に直接係わる議論は、このような過程のもとで行われたものである。そして、
カンクンでの COP16開始直後から、直ちに議論の焦点になったのは、まさに、
このようなコペンハーゲン合意の ”anchor”を、京都議定書の第二約束期間の設
定との関係で、どのように行なうか、にあった。途上国を含め、多くの締約国か
らすれば、まず先進国（より正確には、米国を除く京都議定書上 CO2などの排出削減
に国際法上のコミットを課されている附属書Ⅰ国）が率先してこの努力をすべし、
ということになるし、わが国や米国、それにほかの先進国からすれば、主要排出
国全てがコミットする、より公平で実効的な枠組みが必要、ということになる。
したがって、わが国のような、まことに理のある立場からすれば極めて遺憾なこ
とではあるが、現実の交渉においては、主要途上国のよりきちんとしたコミット
メントを得ることと、米国を除く先進国である附属書Ⅰ国の京都議定書上の第二
約束期間へのコミットメントが、相対する問題とされた。一方を主張すれば、他
方を進めるべし、というのである。今回のカンクンでの交渉の、わが国にとって
の最大の焦点は、このような理不尽な問題設定をいかに克服して、問題の本質に
迫ることができるか、にあったといってよいと思われる。
・このような交渉の現実の中で、日本政府代表団は、その主張の「理」のある
ところを粘り強く説き回り、それと同時に、コペンハーゲンで失いかけたといわ
れていた国連の下での多数国間合意達成のための信頼感を回復するために、国際
社会での合意形成に最大限貢献しようとした。これは、ここで主としてみてきて
いる、「緩和」（CO2等の排出削減）についてのみならず、「適応」、「資金」「技術」
といった主要論点のすべてについて、である。そしてその結果として12月11日未
明（現地時間）に採択された COP決定が、「カンクン合意」と称せられるものと
なったのである。
(ⅱ）「控えめな成果」とカンクン合意
・「カンクン合意」の主要点のみ記せば、次の通りである。
①コペンハーゲン合意の付表Ⅰ（米国を含む先進国）と付表Ⅱ（途上国）の様式
で提出された CO2等の排出削減プレッジを、COP決定として「正式なもの
(48) FCCC/CP/2007/6/Add,1para1.
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にした（anchor）」こと。京都議定書では、米国は締約国にならなかったた
めに何らの削減義務もかかっておらず、中国、インドなどの主要排出途上国
は議定書上何らの削減義務も課されていないわけであるから、これらの主要
国すべてを含んだ形で、排出削減のプレッジが公式の COP決定とされたこ
と自体は、決して小さく評価されるべきものでは、ない。他方、我が国が一
貫して主張している、「すべての主要排出国を含む、より公平かつ実効的な
法的拘束力のある国際枠組み」ということからすれば、そこにはほど遠いも
のでしかないのもまた、事実である。
②このようなものであるから、日本としては、そのような条件がきちんと満た
されない中では、決して京都議定書の第二約束期間にはコミットしない、と
の姿勢を、極めて明確にした。この点は、公式交渉途次での我が方代表の発
言でもそうであるが、最終的に採択された京都議定書締約国会合決定
（CMP6）パラ３の脚注で、「文書の表（筆者注―コペンハーゲン合意の付表Ⅰを
この CMP決定そのものにしたもの）に示される内容は、（この問題に関する）
締約国の立場及び京都議定書第21条７項に基づく締約国の権利を損なうもの
ではない」ことが、明記されることによっても、確実にされている。また、
松本環境大臣の我が国代表演説の中でもこれは明確に主張し、その上で、カ
ンクン合意採択と平行して、坂場 COP16担当大使よりフィゲーレス気候変
動枠組条約事務局長宛の書簡を送付して、改めて立場を明確にしている。
既述の通り、我が国のこのような立場をいささかも揺るがせない中で、全
体の合意を取り付け、米、中を含む主要排出国の削減のコミットメントにつ
いて、少しでも前進をはかったのが、「カンクン合意」の最大のポイントで
あったといってよかろう。
③なお、この論点以外にも、「緑の気候基金（Green Climate Fund）」の設立の
決定を含む「資金」、「森林保全」、気象変化や水位上昇などへの対応をどう
するかという「適応」そして「技術」などで、一定の成果を上げる COP決
定が採択されて
(49)
いる。
④また、当然のことながら、COP16決定の中には、作業部会AWG―LCAの
マンデートを一年間延長する決定が盛り込まれているし（CP. 16，パラ143）、
作業部会AWG―KPの作業継続について合意するとの決定も盛り込まれて
いる（CMP.6，パラ１）。
(49) 最終的に採択された FCCC/CP/2010/16及び FCCC/CMP/2010/6は、30数ページに及
ぶ大部の内容を含んだものである。
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・COP16終了直後のニューヨーク・タイムスは、この「カンクン合意」につ
いて、「控えめな成果ではあったが、今後のディールに向けた国際的プロセスに
大きな信頼を取り戻すもの」（12月12日付け）とした上で、日本の京都議定書の第
二約束期間に対する上述の極めて強い姿勢には、直接言及するところがなかっ
た。COP16全体の評価として、この論評は、妥当なところだったのではないか
と思われる。
Ⅲ． ?ポスト京都」と日本
(１) 繰り返し述べているように、京都議定書の附属書 Bの第一約束期間が
終了するのは2012年末、である。これに関することこそが「ポスト京都」問題で
ある。COP15は、前進を図ることができたとはいえ、最終的解決からは、程遠
かった。メキシコのカンクンで2010年末に行われた COP16でこれを目指して再
び交渉が行われたわけであるが、状況は極めて困難なものであったのも、上記で
重ねてみたところである。この時点（本稿脱稿は、2011年１月）でいえることは、
2011年末に南アフリカで開催される COP17でこそこれが達成されるべきだと言
うことだが、もしそうならないと、COP18の時は2012年末であるから、京都議
定書の第一約束期間が切れる時になる。
もとより、すでに繰り返し見たように、議定書上は、条約上の権利として、附
属書 Bに記載されている日本には、第二約束期間の削減目標に関して書面によ
る同意を与えないことができる。そうなれば、2013年以降は、削減義務は国際法
上かからないことになる。京都議定書そのものが失効するわけではないが、多く
の附属書 Bの締約国がこのような権利を行使すれば、京都議定書の実質的意義
は極めて小さなものになることは間違いない。今が2011年初、第一約束期間は
2012年末までであるから、残された時間は、決して長くはない。このまま難航を
続ければ、地球温暖化を防止する有効な枠組みが構築されないまま、「ポスト京
都」を迎えることになってしまう恐れなしとしない。
これを避けるためには、米国の積極的参加、そして中国に代表されるような排
出量の多い主要途上国の国際的関与が、不可欠である。少なくとも、これが日本
政府の主張である。そしてもしもこのことが2012年までに実現しないときに、京
都議定書の第２約束期間にコミットせずにいかなる方途によって温暖化防止の国
際協調ができるか、と言うことも、そろそろ検討し始めなければならないのかも
しれない。
(２) 冒頭?はじめに>で記したとおり、「非伝統的安全保障上の問題」とな
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っている地球規模の諸課題の持つ重要性は、確実に大きくなっている。よく考え
てみると、太平洋戦争に関する歴史への反省から戦後「平和国家」を目指してき
た日本にとっては、このような「非伝統的安全保障分野」での貢献は、本質的に
いわば「得意分野」であるはずの諸課題である。気候変動問題は、その象徴的課
題と言ってよい。だから、日本はこの問題の解決に、相当な主導力を発揮すべき
であるし、また、そう考えているからこそ、総理をはじめとして、国際交渉にも
全力で取り組んできている、といえよう。
これからの２年足らず、京都議定書の第一約束期間が切れるまでの期間は、国
際交渉がどのように展開していくか全く予断を許さないが、日本の外交にとっ
て、あるいは、日本の、いや世界の経済・社会全体にとって、きわめて重要な期
間であることだけは間違いあるまい。この困難な状況をどう打開して、よりよい
国際枠組みを構築できるか――次の世代が背負うこの地球の環境が、そこにかか
っていると考えられる。
(2011年１月10日 脱稿)
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